

















































し，社会人基礎力の向上を目指す PBL の有用性が認識されている．しかし，PBL は流れに
任せた活動となりプロジェクトとして運営できていなかったり，チームの成果にただ乗り
する学生がいるなどの課題がある．製品開発のために開発した上記のプロジェクトマネジ










Functional Problem: CFP)と呼び，CFP の事前抑制や発生時の迅速な検出や素
早い解決をするために，組織論の視点から拡張責任分担表 (Extended 

























表(Deliverables Dependency Matrix: DDM)を開発した．そして，この DDM
を使って洗い出した差異を埋めることで日程計画の実現可能性を高めたり，実
現可能性を保ちながら日程計画を目標日程に圧縮する手法である統合日程計画
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ると考えられるが，プロジェクトである PBL に(1.2)の研究を適用することで，PBL は




(2.1) (1.2)の日程計画作成手法を PBL 用に改良し，実際の PBL で試行することで，
その効果検証と PBL の学修成果向上に繋がる新しい知見の獲得を研究の目的
とする． 















































































研究テーマ名： 第 4 章 実現可能性の高い日程計画作成手法の開発 




研究テーマ名： 第 5 章 日程計画作成手法の PBL への応用 





研究テーマ名： 第 6 章 PBL の学修成果向上の試み 

































































































































で述べるように一般企業への導入は遅れ，1970 年代後半から 80 年代にかけてであった． 









































































































































































































































































































































図 1.8 CFP の発生状況 
厳しい競争環境の中でより競争力を強化するために，このような CFP を開発上流で事前
抑止し，発生時にはより迅速に解決する手法が求められる．これら CFP は開発下流で発生


































































い，(3)は日程計画作成を主題とする 2 つ目の研究テーマとして扱う． 

















り，PBL がプロジェクトとして運営できていない，など PBL の基本的な課題もある．この
ため，日程計画作成手法をうまく PBL に適用することで，Project Based の名の通り，PBL
をプロジェクとして運営し，PBL の基本的な課題を解決し，PBL の学修成果の向上が期待
できる． 
3 つ目の研究テーマとして，2 つ目の研究テーマである日程計画作成手法を PBL 向けに
改良し，実際の PBL の授業に適用し，PBL の基本的課題を解決し学修成果向上を図ること
ができるかの検証を実施した．さらにこの試行から得られた知見を PBL の事前学修として
学生に教授し，それらの効果の検証や見つかった課題の解決を 4 つ目の研究テーマとした． 
1.5 本研究の背景 
筆者は IBM のノート型 PC のブランドである ThinkPad の開発エグゼクティブ・プロジ
ェクトマネジャーとして，厳しい製品開発競争を経験してきた．IBM は 1990 年代初頭に
経営危機に陥り，お客様対応・管理や，受注・配送，サプライチェインなど 7 つの領域でプ
ロセス改革が実施された．その中で IBM の社内標準となる製品開発マネジメント体系とし










































































第 5 章の「日程計画作成手法の PBL への応用」では，第４章の日程計画作成手法を PBL
に適用するための改善点や，実際の PBL に適用した結果，さらに，結果に対する考察や得
られた知見を論じる．第 6 章の「PBL の学修成果向上の試みと効果」では，第 5 章の考察
の結果や知見を PBL に適用し，学修成果の向上に対する効果の検証結果と，試行結果から
得られた課題の解決を図り，PBL を構成するプロジェクトタイプを統一的に扱うことので
きる日程計画作成手法の確立を論じる．第４章，第 5 章，第 6 章は，PBL への適用を前提













































































日程計画作成の基礎は，Work Breakdown Structure (WBS)である．この WBS は一見単
純であるが，実際の作成は意外に難しい．まず，WBS の作成方法に関して概説を行う．次
に，書籍や PMBOK®など一般に普及している日程計画作成手法について述べ，さらに，
Department of Defense (DoD)，NASA などで定められている大規模プロジェクトにおける
標準的な手法について述べる．また，1990 年代に提案された日程計画作成の考え方である，





研究テーマ名：「日程計画作成手法の PBL への応用」，及び，「PBL の学修成果向上の試み」
に関係する先行研究 
本研究では，実現可能性の高い日程計画作成手法の開発で提案した日程計画作成手法を










頭に Frederick Winslow Taylor が科学的管理手法を提唱し，作業の生産性とマネジメント
の概念が生まれてきた．1910 年代には，タスク（作業）の作業期間とタスクの依存関係で
日程計画を表現するガントチャートが Henry Gantt により開発され，使用されていた．












and Review Technique (PERT)を開発した．また，1950 年代末にはプラントのメインテナ
ンスプロジェクトのために，デュポン社とレミント・ランド社は共同で日程計画のクリティ











から，1968 年に DoD は，「Work Breakdown Structures for Defense Materiel Items」と
いう調達ための標準ガイドを発行している．このガイドはその後も改訂され，最新のものは，
2011 年に発行された「Work Breakdown Structures for Defense Materiel Items」(MIL-















(1) PMI® (Project Management Institute) 
1969 年に米国で Project Management Institute (PMI®，プロジェクトマネジメント協会）
が設立され，会員数は 2016 年 12 月において約 47 万人であり世界最大のプロジェクトマ
ネジメントの組織となっている．実施している資格試験は，Project Management 
Professional (PMP®)など 8 種類あり，PMP®資格保持者は 2016 年 12 月で約 75 万人い
る．また，プロジェクトマネジメント体系である Project Management Body of Knowledge 
（PMBOK®：プロジェクトマネジメントの基礎知識体系）を発行し，プロジェクトマネジ
メントの標準ガイドとして認識されている．PMBOK®は 1996 年の初版以来，約 4 年ごと
に改訂され，現在第 6 版が発行されている．PMBOK®は，プロジェクトマネジメントを以
下の 10 の知識エリアに分類し，また，5 つのプロセス・グループを規定している．知識エ
リアとプロセス・グループは，マトリクスを構成し，図 2.1 に示すようにその交点に基本プ
ロセスを規定している[PMI2017］，［PMI2013］．基本プロセスは，[PMI2017］では







メント」の 3 つは成果物の QCD に関係する知識エリアであり，「統合マネジメント」は全
体の活動の統制を図る知識エリアであり，残りは最終成果に至る過程に関わる知識エリア




立ち上げ 計画 実行 監視コントロール 終結




品質 ○ ○ ○
人的資源->資源 ○ ○ ○
コミュニケーション ○ ○ ○
リスク ○ ○ ○
調達 ○ ○ ○ ○
ステークホルダー ○ ○ ○ ○
○は基本プロセスが定義されている箇所
基本プロセスは、入力情報 → ツールと技法 → 出力情報 のフォーマットで定義されている。
計画と監視・コントロールに基本プロセスが集中している。
青字はVersion 6での変更点。  
図 2.1 プロセス・グループと知識エリア[PMI2017］ 
(2) IPMA® (The International Project Management Association) 
1965 年に設立され，その後，変遷を経て 1970 年代初めに The International Project 
Management Association (IPMA®)に名称が決まった．IPMA の認定資格は IPMA Level 
A~D の 4 段階があり Level A が最もレベルが高い資格である．世界的な組織ではあるが，
日本での認知度は低い． 
(3) PRINCE2® (PRojects IN Controlled Environments 2) 
1989 年に IT システム開発のプロセスモデルに基づくフレームワークとして英国の中央電
子計算機局によって採用された．2009 年に英国政府が改訂版を出し，英国政府の IT プロ
ジェクトだけでなく，広範なプロジェクトマネジメント手法と認知され，主にヨーロッパで
普及している．2013 年に，PRINCE2 の所有権が英国政府とキャピタ社の共同出資会社で
ある AXELOS 社に移管された．PRINCE2®はその資格試験としても普及している． 





ある．2017 年には IPMA®に加盟したので，今後，日本での IPMA®の認知度は向上すると
思われる． 
(5) 日本プロジェクトマネジメント協会 
(Project Management Association of Japan: PMAJ） 
2001 年に通商産業省（現 経済産業省）指導の元に作成された日本初のプロジェクトマネ
ジメント体系である P2M (Project and Program Management)の普及や資格認定を行って
いる組織である．研究開発活動は国際 P2M 学会が担当している． 
主な認定資格 
(a) PMI®の認定資格：Project Management Professional (PMP®)など 8 種類 
(b) IPMA®の認定資格: IPMA Level A～D の 4 段階，Level A が最もレベルが高い資格． 
(c) PRINCE2® 
(d) P2M の資格: PMC (Project Management Cordinator)など 4 種類． 
(e) 情報処理技術者試験 PM 試験 
主な国際標準 
(a) ISO 21500: 2012 - Guidance on project management. 
(b) ISO 31000: 2009 - Risk management. 























軸―製品軸の 3 軸のマトリックス組織についても論じている． 
マトリックス組織が発症する以下のような 9 つの病状と処方を述べている先行研究もあ
る[Davis1978]． 
(1) Tendencies toward anarchy 
自分のボスが誰であるかの認識がなくなり組織が混とんとなる． 
(2) Power Struggles 
権力の引き合い． 
(3) Severe groupitis 
マトリックスマ組織では，グループの合意による意思決定をしなければいけないとい
う誤解． 
(4) Collapse during economics crunch 
ビジネスがうまくいかなくなると，マトリックス組織のせいにされ，捨て去られる． 
(5) Excessive Overhead 
マトリックス組織に付随した高い負荷への恐れ． 
(6) Sinking to Lower level 
マトリックス組織は会社の上層部では生き延びられず，下位層に沈んでいく． 
(7) Uncontrolled Layering 
コントロールできないマトリックスの階層構造． 
(8) Navel Gazing 
マトリクス内部の仕事に忙殺されて，市場を見なくなる． 

























ないとマトリックス組織は Weak Matrix に変わって行く．Weak Matrix ではプロジェクト
メンバーの意識の軸足が機能組織側にあるので，プロジェクト・チームの一体感は生まれに
くい．このような状況を防ぐために，以下のように対応がある． 
























































 経営学は企業経営全般を扱うが，技術視点の経営学を技術経営 (Management of 





































































ロセスは存在しないと考えられていた．そのような状況の中，Pittiglio Rabin Todd & 
McGrath (RPTM)社は，1986 年に製造プロセスではなく開発プロセスに狙いを定めた











  開発マネジメントシステムの代表例として，IBM 社の IPD がある[IPD2003],  [IBM
ビジネスコンサルティングサービス 2006] , [冨田 2009]．IPD の基となる考え方は，PACE
である．IBM 社は，1990 年初めに 3 年連続の赤字となったが，その苦境に対処するために
採用した開発マネジメントシステムが PACE であり，IBM はそれを自社に適用するように
改良を加え IPD としてまとめ上げた．その後，IPD は IBM の製品開発全般に採用され大




















図 2.3 IPD とその構成要素 




























































































































• 製品別財務 (IPD Finance)
• 部品共通化 (Common Building Block)
• ユーザー指向設計 (User Centered Design)
開発手法とツール制度、指標、教育
 









































 本研究のテーマの一つである拡張責任分担表(Extended Responsibility Assignment 





織を Strong Matrix に維持することを忘れがちとなり，このことも業績は低下していく原
因となる．これらの状態を維持・強化し続けられるかは，経営トップの認識から大きく影響
を受ける． 





購買プロジェクトを実施するためのマネジメントシステムとして，Integrated Product and 
Process Development Handbook [DoD1998]が発行されてり，この中ではプロセスや組織








2.4.1 責任分担表 (RAM) 






















山田 鈴木 小林 佐藤 加藤
構想 A R I I I
設計 I A R C C
開発 I A R C C
テスト A I I R I
R: Responsible, A: Accountable, C: Consult, I: Inform
 
図 2.5 責任分担表 (RAM)の例 
RAM は横軸に担当者，縦軸に活動・作業を記入する．交点に R: Responsible， A: 

























An uncertain event or condition that, if it occurs, has a positive or negative effect on 


















































図 2.7 なぜ課題はリスクと混同されるのか 
課題に対しその解決の困難度で分類すると，納期までに解決可能であろう通常課題と，納
期までに解決できないかもしれないというリスクのある重要課題に分類できる．重要課題





































ついて説明されている[PMI2009] , [PMI2013] , [Campbell 2015]． 
(1) リスク・コントロールの方法 
リスクの特定 (Identify) -> 分析 (Analyze) -> 優先順位 (Prioritize) -> リス
ク対応計画 (Plan) -> リスク事前対応の実施 (Pre-emptive action) -> 監視 
(Monitor) -> リスク発生時対応の実施 ( Action for risk occurrence) -> 効果
の評価 (Evaluation for action) 
(2) 分析，優先順位付けの方法 
発生確率と発生したときの影響度による分析法 (定性的，定量的分析法)  
(3) リスクの主要発生原因 
財務リスク(Financial Risk)，契約リスク(Contract Risk)， 技術リスク
(Technical Risk)， 法務リスク(Legal Risk)， 生産リスク(Manufacturing 
Risk)， 購買リスク(Procurement Risk)，ステークホルダーリスク











(1) ブレーンストーミング  
プロジェクト関係者や専門家も交え，皆で検討しリスクの洗い出しを行う方法． 
(2) デルファイ法      
専門家の合意形成を図る方法． 
(3) チェックリスト分析   
過去の類似プロジェクトからの教訓をまとめたチェックリストを使用する方法． 
(4) 特性要因図       
製品の機能や性能に対し，それに影響を与える要因を系統的に洗い出し図解する方
法であり，魚の骨の形になる． 




べる DDM を用いた日程計画作成においても有用な方法である． 















図 2.9 発生確率・影響度マトリックス 
(3) リスクの定量的分析方法 
リスクに対する定量的データが得られる場合は，以下のような方法がある． 
(1) コストや作業期間などの見積もりリスクに対応するために，これらを絶対値で 3 点
見積もり（可能性のある最小値，一番発生可能性の高い値，可能性のある最大値）を
する方法．この場合，以下のように加重平均値を求める． 
加重平均値 ＝ （最小値＋4X 最頻値＋最大値）／6 
これは，先に述べた PERT での期間見積もりの方法でもある． 
(2) 定量的な発生確率や影響度がわかる場合は，図 2.10 に示すリスクマップを作成し，












































































題の解決のために活動する．CFP をチームで解決するという ERAM の考え方に似た考え












(1) Design Review (DR) 
問題発生予測，未然防止手法の一つで，問題発生の抜け漏れを防ぐ手法として最も一般




止のアクションに留まっている事例も多い．DR は未然防止の観点から下記の FMEA と組
み合わせ，レビューする人がなぜそのように設計したかを的確に質問することが問題発生
の未然防止につながり，また，レビューを受ける人の教育的効果もあると言われる． 






(3) Failure Mode and Error Analysis (FMEA) 


















(4) Design Review Based on Failure Mode (DRBFM) 
 DRBFM はトヨタが開発したシステム開発のための未然防止の実践手法であり，FMEA を











件の変化なども考慮し，故障モードの抽出を行う．これら検討結果を図 2.11 に示す DRBFM











 本論文で述べる DDM は，組織間の成果物の受け渡し部分で問題が発生すると考え，その
部分での問題発生に発想力を発揮して未然防止を図り，密度の高い議論を行う検討会を実
施して日程計画を作成する手法であると考えることができる．また CFP に対する ERAM
も，組織横断という変化点での問題発生の未然防止，及び，問題解決が遅れることに対する
対応策と考えることもできる．このように DDM，ERAM と DRBFM は，組織間のつなぎ
の重要性，発想力の重要性などの点から共通点は多く，ERAM は DRBFM を実施するチー
ム体制構築に使用できる可能性がある．DDM，ERAM ではこれらに加え，各メンバーの責
任意識強化や責任の抜け漏れ，人間の行動特性なども重要視している． 
2.4.5 組織横断チーム (Cross Functional Team: CFT) 


































































[Keller2001]．また，Cross Functional Team とイノベーションを生み出すパーフォーマン
スの関係において，組織間の隙間を埋める役割について研究を行った事例もある
























PMBOK®には記述されている．DoD や NASA での取り組みは，先進的な手法であると考
えられ本節で概要を説明する．CCPM は 1997 年にその考え方が紹介された考え方に基づ
く日程計画作成手法である．しかし，いまだにその評価は定まっているとは言い難い．本節
では，CCPM の概要と評価が定まらない原因を考察する． 






























(1) プロジェクト全体計画と WBS のスコープは一致し，漏れがない． 






(1) WBS 作成の考え方 














































る．図 2.12 では，第 2 階層の構成要素に A,B,C などが振られ，構成要素 A を分解した構成
要素には A1,A2,A3 などの番号が振られる．仕事の単位となる末端の構成要素を WP と呼
び，WP を生み出す一連の活動をアクティビティーと呼ぶ． 
(2) WBS の横断的構成要素 
WBS の作成において，見落としがちな要素として横断的構成要素がある．横断的構成要


























2 通りの方法で WBS を作成ることができる場合もある．WBS の分解の基本は，最終成果
物を要素成果物に分解するプロダクト分解である．最終成果物が決まるまでの上流過程は，
時間的順序のプロセスで分解するという考え方もある［初田 2012］．本研究の成果として
「6.4 新たな課題に対する考察」において，WBS 作成の考え方の基礎を考察し，WBS 作成
の仕方を整理した． 
(4) WBS 辞書 
 WBS 辞書は，WBS 構成要素の内容を詳細に記述するフォーマットである．通常，WP に
対して作成される．WBS 構成要素の内容が文章で書かれるため，関係者は内容を明確に理
解することができる．WBS 辞書の記述項目に関しては，2.5.3 で述べる． 
2.5.2 書籍や PMBOK®の中での日程計画作成手法 
書籍に記述されている日程計画作成法は計画プロセス・グループの中のプロセスとして
位置づけられ，その作成の流れは以下のようになっている[Campbell2005]． 



















2.13 のように定めている[PMI2013], [PMI 日本支部 2017b]． 5 つのプロセス・グループ




















































図 2.13 開発におけるプロジェクトのプロセス・グループとそれらの遷移 
























































する．なお，DoD や NASA の WBS 作成や日程計画作成のガイドは，基本的に物品調達の
ためのものである． 
DoD や NASA の日程計画作成手順を図 2.15(1)，図 2.15(2)に示す． 
(1) 最終成果物を成果物の単位で分解し，作業単位となる成果物である WP まで分解する． 












2< Activity B1 >
< Activity B2 >
< Activity B3 >
Work Package
(WP)
































(a) WBS のタイトル 







このように WBS 辞書には詳細な情報が記述されるが，以下の項目はない． 
(1) 成果物を生み出すために必要な成果物情報． 
(2) 日程に関する情報． 
作業単位である WP とそれを担当する組織との対応を示すために図 2.16 に示すように
RAM を利用することができる．組織の分解は Organizational Breakdown Structure 
５９ 
 
(OBS)と呼ばれ，分解した組織とその組織が担当する WP を赤丸で示す．OBS は，通常，





















図 2.16 WBS と OBS で構成する RAM 
 WBS の構造は，対象物が同じであると WBS の構造も同様の構造となる．このため，対
象物に対し WBS のテンプレートを作成することができ，WBS 作成のバラツキを抑制する
ことができる．[DoD2011]では，ミサイルシステムや航空機システムなど 11 種類の対象物
に対するテンプレートと 1 種類の共通テンプレートが記述されている． 
2.5.4 DoD，NASA の日程計画作成手法の課題 
DoDとNASAの日程計画作成手法はよくできた手法であるが，以下のような課題もある． 
(1) アクティビティーを基本単位とした日程計画作成手法である． 























(2) WP の実用性が低い． 























 Eliyahu M. Goldratt は，生産工程のスループットを向上するために，Theory Of 







計算する方法は CPM (Critical Path Method)と呼ばれる．1997 年に出版された Eliyahu M. 
Goldratt の著作[Goldratt2003]の中で，プロジェクトの作業期間の算出に TOC の考え方を














































図 2.16 作業完了分布とマルチタスクの影響 
(3) 変動性と従属性 
図 2.16 に示すように，作業完了分布はベータ分布になると言われており，納期遵守でき





























(1) Harris Semiconductor 社の 8” Wafer Plant 建設，イスラエルの航空機整備会社の航
空機整備時間短縮の例[Leach1999]． 
(2) マツダ，オムロン，リコーの事例［Being2017]． 
これまでに発表された論文 140 本を調査し，CCPM の評価はまだ定まっておらず，研究
がさらに必要であると述べている先行研究がある[Ghaffari2015]．内容は，年ごとの CCPM
関連論文数の推移や，内容の分類，今後の研究課題の提案である．CCPM 関連論文数の推
移は，2000 年代前半は年間約 6 本で推移してきたが 2000 年代後半から増え始め，年間約
10 本で推移している．論文の内容は，Introductory（入門的紹介），Critical（批判）， 
Improving（改善），Empirical（経験），Case reporting（事例報告）の 6 分類であり，Improving
が約 3 分の 1 を占めている．傾向としては，Critical は減っており，Improving が増えてい
る傾向にある．これは，CCPM の良い点の評価がある程度進んでいることを示していると






(4) CCPM 使用環境での時間とコストコントロールのための EVM の長所・短所 








































































































































































































































































(1) 「2.5.3 DoD，NASA の日程計画作成手法」で述べた日程計画作成手法は，最終成




















程計画はリソース制約を受けるという Critical Chain の考え方，さらに人間の行動特性を
取り入れて日程計画を作成する考え方を参考にしている． 

















2.6.1 PBL に関する先行研究 
 PBL は大学の授業で学んだ専門知識を，社会の課題や企業での課題の解決を通して，実
践による経験から学修する授業方法として多くの大学で実施されている．社会人基礎力育
成のために卒業研究に PBL を導入した先行事例［五百井 2012］，また，専門教育と PBL を
段階的，発展的に繰り返し学修成果の向上を目指す教育体系の構築［井上 2010］，企業連携
／地域連携の試み[古川 2016] , [古川 2015]，グローバル化の試み[井上 2016] , [井上 2015]，






















































を PBL に適用できるように改善することで，PBL の学修成果を向上できる可能性がある． 
 本論文の 3 つ目の研究テーマは，この DDM を用いた日程計画手法を PBL に適用し PBL
の課題解決ができるかを検証する研究であり，4 つ目の研究テーマは，3 つ目の研究テーマ






































































































(3) K-J 法            
出てきたアイデアを分類・整理して，さらなるアイデアを発想していく方法． 













(7) バリューグラフ (Value Graph) 
機能の上位の目的を考えることで，目的を達成する代替案を考える方法． 






(9) Make Analogies 
生物や他の分野で同様な機能を実現している例から新たな発想を生み出す方法． 
(10) Wish and Wonder 
こうだったらいいのに，と考えることで新たなアイデアを発想する方法． 
(11) Use related stimuli 
ユーザーが使用している使用環境や使用状況を観察し新たなアイデアを発想した
り，他の人のアイデアを刺激として新たなアイデアを発想する方法． 
(12) Use unrelated stimuli 
ランダムに無関係な写真などを提示し，新たなアイデアを発想する方法． 
(13) Set quantitative goals 
新しいアイデアが出なくなってきたら，あと 10 や 20 個のアイデアを出そうと数
値目標を決めてアイデアを絞り出す方法． 

























































































ダーシップスタイルの変化を，事例に基づき研究した先行研究もある[治田 2008],  [治





日本の労働生産性は，2016 年に OECD 加盟 35 ｶ国の中でみると 20 位であり，主要先












るリーダー育成が強化されている［上杉卓司 2013］．  
 大学においてもリーダーシップ教育として，PBL のプロジェクトメンバー間で 5 つ
のコンピテンシーに関係する質問を相互に問いかけ，育成するという教育が試みられて
いる［大石 2016］．また，リーダーシップ開発のシミュレータによる疑似体験と実行動
















 PBL に関する先行研究の多くは，PBL を含む教育体系の確立や PBL 適用領域の拡大，
個別 PBL 適用事例，PBL 実施による能力向上の評価，などがある．しかし，「2.6.1 PBL








































構築するする手法について論じる．この手法で用いるツールが ERAM であり，この ERAM
を用いた手法は，学際的プロジェクトや，複数のチームから構成されるプロジェクトにおい














3.1 ERAM に求められる機能 






























































責任を明確化するツールとしては，「2.4.1 責任分担表 (RAM)」で述べた RAM があ
り，この機能は，アクティビティーに対する責任者や責任組織の明確化に限られる．RAM











制を構築することが求められる．ERAM は CFP に対するチーム体制を構築することに加






難しい重要な CFP の対応に責任を持つチーム体制を構築できること． 
(2) CFP の発生を抑制することができること． 








3.2 ERAM の基本的アイデア，構造，及び ERAM を機能させる方法 
3.2.1 ERAM の基本的アイデア 
CFP に対応するために実現が望まれる機能を実現するための基本的アイデアは，CFP に
関する専門家から構成されるチームを構成することである．まず，プロジェクトの円滑な進
行に障害となる可能性のある CFP を，事前に洗い出し，次に，洗い出した CFP に関係す
る専門家から構成されるチームを作る．このチームを WG と呼ぶ．WG は，CFP に対し
て事前対応を実施し CFP 発生の事前抑制を行い，さらに，CFP が発生した場合に迅速な対
応を実施する． 
また，マトリックス組織では，プロジェクトマネジャーによるプロジェクト軸の統制力








3.2.2 ERAM の構造 
ERAM は，内側構造と外側構造の 2 つの内部構造を持っている．内側構造は，先に述べ
た基本的アイデアの WG 構築に関係し，外側構造は基本的アイデアのプロジェクト体制構
築に関係している． 
(1) ERAM の内側構造 


















図 3.2 ERAM の内側構造 









の理由は，CFP を増やすと WG を構成する人数が増えてしまうためである．このため，現
実的には洗い出す CFP の数は 10 個ぐらいまでに限った方がよい．もし，CFP が増えるよ
うであれば，CFP のスコープを拡大し，いくつかの CFP を統合することも考慮する．CFP
は複数の関連リスクをグルーピングしており，CFP を扱う WG の責任範囲を明確化するこ
とが必要である．また，CFP は技術的なものに限る必要はなく，新しいマーケッティング











(1) 開発活動開始時に，WG メンバーで製品仕様の読み合わせを行い，CFP の対応領域
の視点から，仕様調整・確認を徹底し，曖昧さをなくし，洗い出されたリスクに対


























(PM) A B C D
プロジェクト・コア・チームは機能組織の代表者から構成される。
 




























































































中でリスクである CFP の扱いを重視した構造となっている．  
(4) 意思決定と ERAM の外側構造 





































図 3.4 ERAM の外側構造 
















































図 3.5 ERAM の全体構造 




また ERAM は，機能組織代表であるプロジェクト・コアメンバーや WG リーダーなどの責
任者を明確化にすることができ，プロジェクトマネジャーはこれら責任者を通して，図 3.5




























































また，マトリックス組織のバランスを Strong Matrix の方に傾けるか，Weak Matrix に
傾けるかは，事業本部長の考え方や行動に大きく影響される．事業本部長がプロジェクト状
況報告やプロジェクトへの指示を PM に対して行ったり，PM に対し定期的な報告を求め
るなど，PM を重用していることを行動で示す場合，マトリックス組織は Strong Matrix に
傾く．一方，事業本部長が PM を軽く扱い，部下である機能組織トップを重用している行動
をしている場合，マトリックス組織は Weak Matrix に傾き，業績が悪化する場合もある．
PM は，マトリックス組織を Strong Matrix に傾けるためにも，事業本部長との太いパイプ
を維持することが重要である． 




3.3.1 ERAM が機能しない阻害要因 
ERAM などのツールを使用する場合，作成することが目的となってしまうことが起こり
がちである．しかし，本来，ERAM を作成する目的は，CFP に対する WG のリーダーとメ
ンバーを明確化し，責任の自覚を促すことで CFP に迅速に対応できるようにすることであ
る．このためには，責任者であるリーダーのマネジメント能力を向上させることが必要であ
る．プロジェクト・コアチームのメンバーは ERAM に表される複数部署や複数 WG をマネ
ジメントしていくリーダーであり，WG リーダーは CFP に対する目標達成の責任を持ち，
リーダーとして WG メンバーをマネジメントしていくことが求められる．しかし，これら
WG リーダーは，以下のような意識を持つ場合があり，そのような状況では ERAM はうま
く機能しない．機能組織を代表するプロジェクト・コアメンバーもリーダーであり，以下と
同様な議論が成立するが，ここでは WG リーダーを中心に述べる． 




(2) WG リーダーの狭い責任範囲の意識 











上記に述べた ERAM が機能しない阻害要因に対応するため，以下の対応を実施した． 
(1) 責任分野管理計画書 (Responsible Area Management Plan: RAMP)の活用 
WG リーダーにリーダーとしての広い範囲の責任に対する自覚や，担当組織やメンバー
























































(c) 発表での議論を通して，CFP を分割したり統合したり，また，CFP の責任範囲の拡大・
縮小などが認識されることもある． 
(d) RAMP への記載内容に対し，リーダーの上司の確認も取り，上司も部方担当する CFP
に対する責任を有することを自覚させる．これにより，機能組織の参画意識を高め，
CFP 対応力を向上させることができる． 







(2) ERAM の日常活動での活用 
ERAM を日常開発活動の中で効果的に活用するために，以下のような施策を実施する． 




(c) プロジェクト途中で新たな CFP の追加の必要性が認識された場合は，ERAM に
CFP と WG の追加を行うこともある．また，メンバーや組織の変更が起こったと
きは ERAM の該当部分を更新する． 
(d) プロジェクト途中で WG の継続的活動が不要であると判断されたり，他の WG と
の統合が適切であると判断する場合もある． 





3.4 ERAM のプロジェクト情報管理システム (PIMS) への適用 
図 3.6 で ERAM はマトリックス組織のプロジェクト軸にプロジェクト階層構造を作れ
ることを示した．この階層構造により情報経路を確立することができる．プロジェクト情
報を一元管理するシステムをプロジェクト情報管理システム (Project Information 
Management System: PIMS) と呼ぶ．ERAM から構成される各階層で生み出される情


































図 3.8 ERAM の PIMS への適用 
3.5 ERAM の実際のプロジェクトへの適用と効果 
























図 3.9 ERAM の適用で期待される効果 
ERAM は，構想を含めた開発期間が約 3 年，ピーク時の人員が 500 人／月を超える新
規複写機を開発する大規模プロジェクトに適用された．プロジェクトはプロジェクト計画
を計画通り達成し，事業的にも成功した．このプロジェクトでの ERAM は，耐久性能，
画像位置あわせ，省エネ性能などの CFP を抽出し，対応する WG が組織された．図 3.10
に ERAM のデータを示す．プロジェクト A が先のプロジェクトであり，プロジェクト B
は別のプロジェクトへの適用事例である．WG の数は，想定よりも多く 20 個ほどの WG
が構成されていた．取り上げていた CFP はどちらのプロジェクトも同様のものであっ
た．また，WG のメンバー数は数人から 20 人を超えるものまであった． 
１００ 
 






耐久性, 環境規格, 画質, 位
置合わせ, コスト, 性能, 消費








図 3.10 ERAM の構成データ 
3.5.2 適用の効果 





プロジェクト A で ERAM の作成や活用に関係したプロジェクト・コアメンバーと WG リ
ーダー26 人にアンケートを実施した．その結果のコメントを図 3.11 に示す．返答なしの一
人を除いた 25 人中，23 人（約 92％）は大変有効または有効と答えている．さらに，大変
有効または有効のコメントを分類した結果を図 3.12 に示す．この結果，責任の明確化の有
効性の回答が約 60％で最も高く，次いで組織間コミュニケーションの促進・組織間調整が
























































































図 3.12 ERAM の有効性の分類 
否定的な意見は，ERAM が活用されているのかよく見えなかった，というものであり，




















図 3.10 の ERAM のデータを見ると，WG は 20 個ほども組織されていたことがわか
る．これは，特にすり合わせ型の製品開発では組織横断的に扱わなければならない課題が
多く，ERAM の必要性を示していると考えられる．ERAM は CFP に対する専門家チーム




(b) FMEA などを実施する専門家チームを構成する手法． 
(c) 専門家チームや機能組織などの統制を一元的に管理するための手法． 




















































































































3.7.1 まとめ  
本研究は，マトリックス組織の製品開発の開発下流で発生し開発遅延や開発経費増大を




は製品開発における CFP 解決に端を発するが，ERAM は一般に複数チームから構成され
るプロジェクトで発生しやすい CFP に対応する手法として活用することができると考え












(1) プロジェクトの進捗を阻害する要因として CFP を取り上げたこと． 




中に WG を組み込み，CFP に対する対応を強化した階層的プロジェクト組織体制を構
築する手法を示していること． 
有用性 
(1) 製品開発において，現場で実際に発生し問題となり，リスクと考えられる CFP を重

















 新製品開発において ERAM は有効に機能しており，多くのプロジェクトで展開されて
いる．ERAM をより効果的に活用するために以下のような事柄に対応していくことが必要
である． 









































































どで活用できる IScM 及び DDM に関して論述する． 
4.1 従来の日程計画法の課題と望まれる要件 























































































































































































































ジェクトでは有効である．IScM の基本的なアイデアを以下にまとめる．  


















4.4 DDM を用いた統合日程計画作成手順 
ある機能組織が受け取りを希望する成果物や開発予定の成果物など，成果物の受け渡し
を記述し，受け渡し側と受け取り側の認識の相違を明確化するためのツールが DDM であ









































・・・ IN ・・・ ・・・ ・・・ ・・・


















図 4.3 成果物依存関係表（DDM）のフォーマット 
各列の説明は以下の通りである．図中(A)～(F)は下記の(A)～(F)に対応する．IN，OUT，
IN 成果物，OUT 成果物の定義は(B)に記載されている． 
(A) OUT 成果物を生み出す活動の名称を記入する．図 4.3 では，「評価用コードの開発」を
活動名とする． 
(B) 自組織が生み出し他の組織に渡す成果物の依存関係を OUT と呼び，OUT の依存関係
を持つ成果物を OUT 成果物と呼ぶ．また，OUT 成果物を生み出すために他の組織か
ら受け取る成果物の依存関係を IN と呼び，IN の依存関係を持つ成果物を IN 成果物
と呼ぶ．OUT 成果物は，それを受け取る次の組織の IN 成果物に繋がり，組織間で成
果物の受け渡しが行われる． 






(E) IN 成果物，OUT 成果物を担当する組織名と責任者名を記入する． 













































(1) (2) (3) (4)
 
図 4.4 DDM を利用した統合日程計画作成法(IScM) 
4 つのステップに対応する説明は以下の通りである． 
(1) 各機能組織は個別に，担当する成果物に対し，目標とするマイルストーンやプロジェク
ト納期を満たし，確実に約束を守ることが出来る日程や条件を DDM に記入する． 
(2) 成果物作成の作業期間や依存関係の変更に従い日程計画が自動的に更新される日程計
画作成ソフトウェアを使い，DDM に記入された成果物の予定受渡し日と希望受取日を
「指定日に開始」として入力し，次に，OUT 成果物とそれを受け取る IN 成果物の関
































例を基に IScM の手順を説明する．プロジェクトの概要は以下の通りとする． 
プロジェクト概要 
(1) プロジェクトが 1 月 11 日にスタートし，2 月 22 日に成果発表が行われるプロジェク
トの日程計画を作成する． 
(2) プロジェクトは制御ソフトと電子回路の開発を行う． 










































IN NA ・・・ ・・・ 01/11
OUT 最終成果物仕様書 ・・・ ・・・ 01/17
プロジェクトマネ
ジメント-2/SS
IN 最終成果物仕様書 ・・・ ・・・ 01/18











OUT 総合試験報告書 ・・・ ・・・ 02/17
プロジェクトマネ
ジメント-3/SS
IN 総合試験報告書 ・・・ ・・・ 02/20
OUT 発表資料 ・・・ ・・・ 02/21
 
図 4.5 DDM の記入例 
 この DDM は図 4.6 に示す WBS の構成に対応する．つまり，DDM から WBS を構成す
ることが可能である．また逆に，WBS を作成し，OUT 成果物を生み出すのに必要な IN 成

































図 4.6 DDM に対応する WBS の構成例 
１２１ 
 























図 4.7 IScM ステップ(1)～(3)の概念図 
(1) DDM のデータを日程管理ソフトウェアに入力 
OUT 成果物とそれを受け取る IN 成果物を接続するために，まず，DDM に記載されたす





物名を記入することで，日程管理ソフトウェアの機能を DDM 用に利用することができる． 
入力時には，マイルストーン日程とタスク（OUT 成果物）の属性を「指定日に開始」に
設定する．この理由は，タスクの依存関係を接続した時に，日程が自動的に動いてしまうの








図 4.8  (1)DDM のデータを日程管理ソフトウェアに入力 
(2-1) OUT 成果物とそれを受け取る IN 成果物の接続 
次に OUT 成果物とそれを受け取る IN 成果物を接続する．この時，タスク（成果物）の
時間的順序関係が逆転する場合があり，警告メッセージが表示される場合がある．警告メッ
セージが表示される場合，「スケジュールの矛盾を許容する」を選択する．タスクの時間的

















図 4.10  (2-2)成果物開発活動の時間的順序の整列 
 (3-1) クリティカル・パスの表示 
次に，プロジェク完了目標日程のマイルストーン日程の属性を「できるだけ早く」に変更
する．図 4.11 ではプロジェク完了目標日程のマイルストーン日程が 3 月 3 日になる．この
期間が延びた日程計画を統合日程計画原案 (Initial Integrated Master Schedule: Initial 















図 4.11  (3-1)クリティカル・パスの表示 
(3-2) クリティカル・パス上の作業期間の短縮 
 テスト用電子回路ボード作成のタスク 9 の作業期間を 15 日間から 12 日間に短縮し，結










束を保ったまま，日程の圧縮も可能となる．完成した統合日程計画 (Integrated Master 








図 4.12 完成した統合日程計画 
4.5 統合日程計画検討会の実施手順 























第 1 回 統合日程計画検討会 
この検討会では機能組織代表であるコアメンバー全員が，担当機能組織の日程計画に関し，



















































































DDM 作成と統合日程計画検討会への参加者 25 人にアンケートを実施した．その結果，
IScM は有効ですかという問いに対し，「大変有効」と「有効」を合わせて 20 人，「無く



















































図 4.14  統合日程計画検討会参加者のコメント 
さらに，大変有効または有効のコメントを分類した結果を図 4.14 に示す．この結果，情
報共有・アクションの明確化に対する有効性の回答が約 45％で最も高く，次いで GAP，



























図 4.15 IScM の有効性の分類 



























































(1) DDM の日程管理ソフトウェアへの統合機能 
 各機能組織は DDM のフォーマットを使い表計算ソフトウェアに入力し，その DDM を
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第3階層
第4階層


























































































































































































































トの例としては，大学で多く実施されている PBL がある．本手法を PBL に適用すること
で，PBL の課題を解決し学修成果を高められる可能性がある．本手法の PBL への適用につ


































日程計画作成手法である IScM と DDM は，プロジェクトを円滑に進め，プロジェクトを
成功に導くプロジェクトマネジメントの基本的な要素を含んでいると考えられる．本手法




















5.1 日程計画作成手法の PBL への適用の背景 
PBL の有効性に関しては「2.6.1 PBL に関する先行研究」でも述べたように，その有効
性が報告さている一方で，以下のような課題も指摘され先行研究も行われている． 
(1) 学生の参画意識，責任意識にバラツキがある［奥本 2012］． 
(2) チーム体制を上手く構築できない． 
(3) 学生一人ひとりの評価が難しい［岩田 2014], [松浦 2007］． 












5.2 IScM と DDM の PBL への試行 




それらは IScM，DDM 導入の前提条件であることを述べた．それらの内，PBL はマトリッ
クス組織で実施されておらず，機能組織を前提としているわけではないため，前提条件の内，
(1)は前提条件としない．(3)に関し，学生は担当する役割や成果物も決まっていないため成
立しない．このため，IScM を PBL に適用する場合，スッテプ(0)を追加し，前提条件(3)が
成立するよう適用方法を以下のように変更した．なお，ステップ(0)を追加した IScM を修
正統合日程作成法(Modified IScM: M-IScM)と呼ぶ，  
(1) WBS の作成と担当者の割り当て 
PBL メンバーの担当する成果物の割り当て決めるため，チームが開発する最終成果物














しくなり共同作業を進めやすくなったり，学生の M-IScM や DDM に対する知識のバ
ラツキに対するチームメンバー全員への教育効果や，チーム一体感の醸成を図ること
が期待できる． 













































図 5.1 M-IScM のステップ 
今回，PBL で M-IScM のステップを実施し，そのステップの中で DDM の作成も行っ
た．PBL でこれらを適用する名称を，DDM という名で代表させ，以下，PBL への
DDM の適用や，DDM の試行，などと呼ぶことにする． 
5.2.2 試行状況 
芝浦工業大学におけるシステム工学教育体系は［古川 2016］に詳述されているが，この




産学・地域連携 PBL の実施概要 
参加者 
(1) 参加者数: 29 人 
(大学院生 22 人，学部生 5 人，研究生 2 人) 
(2) 外国人： 6 人 (内 女性 1 人) 
(3) 男性： 24 人，女性: 5 人 
(4) チーム数： 5 
マイルストーン （DR:デザインレビュー） 
(1) DR1: 企画提案 
(2) DR2: 設計･開発計画提案 
１４２ 
 
(3) DR3: 最終成果発表 
5 つのチームが取り組んだテーマ名 
(1) チーム A： ヒューマノイドロボットを用いた婚活支援システム 
(2) チーム B： Adaptive Deep Learning を用いたカラス対策を目指した情報収集装
置の開発 
(3) チーム C： XX 市の物作り活性化 
(4) チーム D： 「食育・食文化」の街を作る 
(5) チーム E： XX 市への観光客増加 
記入を依頼した書類 






最終成果発表での 5 チームの状況を表 5.1(1)～(3)に示す．表は，テーマ名とプロジェク
トタイプ（開発型，価値創出型），評価順位(1 位～5 位)，DDM 使用に対する評価（3:大変
有効，2:有効，1:変わらない），コメントをまとめている．コメントはアンケートとリーダー
へのインタビューから得られた． 































































































































チーム A の WBS の一部を図 5.2 に示す．図 5.2 の第 2 階層成果物である画像認識部は，
「画像認識部の開発」として DDM 左端の列(A)に記入され，第 3 階層の 2 つの成果物は








































ある DDM を中心に述べる． 








最も高評価であったチーム A は，「DDM が無かったらプロトタイプを開発できな
かったと思う」とコメントしていた．このチームは最も DDM を使いこなしてお
り，DDM は PBL での最終成果物完成度の向上に効果があると考えられる．チー
































(5) DDM のプロジェクト運営上の活用 















5.4.1 DDM 作成作業での気づきと考察 
(1) チーム A が DDM を使いこなすことができた理由 









(2) DDM 作成の作業負荷が多くなった理由 
チーム B のコメントには，以下のコメントがあった． 
(a) DDM 作成は負荷があるが，メリットの方が多い． 






















がると考えられる．また，Global PBL [井上 2016]では，多国籍のメンバーへの仕事
の割り振りは言葉の問題もあり難しいが，仕事の割り振りを WBS の作成作業にでき
れば，この問題の解決の一助になるであろう． 
(4) IN により気づきが促進される理由 
チーム A のコメントに，以下のコメントがあった． 
(a) DDM を参照することで，たくさんの気づきがあった．例えば，好感度データの
受け取りインターフェースを誰が開発するかが抜けていることに気がついた． 
(b) 特に DDM の IN からの気づきが多かった． 
DDM に記述された事項から，メンバー間での成果物受け渡しにおける認識の差異を





い．また，成果物を分解して作成した WBS は IN を明示できず，成果物作成に必要
な成果物という発想は浮かびにくい．DDM の中で，必要となる成果物を IN として
明示的に考えさせることで，早期の気づきを促していると考えられる． 
(5) 統合テストの作業を漏らしていた理由 



























(c) アイデア出しだったので DDM を使用する必要はなかった． 
(d) 提案だけだったので DDM を使用する必要はなかった． 
一方で，開発段階では以下のコメントがあった． 




ト目標となる What を見つける「目標探索型プロジェクト」． 
(B) 定められたプロジェクト目標を達成するために，プロジェクト計画である How
を見つけ，その計画を実行する「目標達成型プロジェクト」． 
さらに，目標達成型プロジェクトは，以下の 2 つに分類できると考えられる． 
(B-1) 機能・動作する最終成果物を開発する「開発型プロジェクト」 
(B-2) 無形の目標価値を生みだす「価値創出型プロジェクト」 
これらの分類を図 5.3 に図示する． 






























図 5.3 プロジェクトタイプの分類 
分類したプロジェクトタイプの PBL プロセスへの対応は図 5.4 のように考えられ



















































































































に気が付いた．このために IScM を，PBL のような小規模のプロジェクトにも適用可能と







された．M-IScM と DDM の手法を実際の PBL に適用し，PBL の学修成果向上の効果検証
と考察を行った．その結果，チーム A は WBS 作成による役割分担や DDM による日程計
画作成，検討過程での様々な気づき，日程計画と実績の乖離を監視し適切なアクションを行




本研究は，PBL 実施上の共通の課題として，「5.1 日程計画作成手法の PBL への適用の





























































(1) 本手法は，PBL の課題解決に効果があると考えられる． 
(2) 学生は本手法の知識がないので，PBL 前の事前学修が重要である． 
１５６ 
 
(3) WBS の作り方の指導が重要である． 
(4) DDM の IN は，成果物の漏れを見つけるのに役に立つと考えられる． 




















































































クトタイプに対する WBS 作成の方法の課題が明確になり，WBS の作成に関して考え方を








 第 5 章で論じたように，PBL において開発型プロジェクトに対する M-IScM と DDM の
有効性が確認できた[除村 2017b]．さらに，PBL の学修効果をより高めるために，学生は事
前に，PBL の全体構造を理解することや，PBL を構成するプロジェクトタイプやそのタイ
プに適した手法や思考法を学ぶことで，PBL の学修効果を高め，実際の PBL を効率的に進
めることができる可能性を指摘した[除村 2017a]．本研究は，これら知見を実際の PBL に
適用し，評価を行ったものである[Yokemura2018]．本研究の目的は以下の通りである． 



















































図 6.1 プロジェクトタイプと思考方法 
PBL で期待される WBS 及び日程計画作成手法を図 6.2 に示す．これを理解し，PBL で
実践できるように事前学修を実施することが求められる． 
PBL 開始 -> DR1 
(1) DR1 において企画提案とするプロジェクト目標を生み出すために，実施すべき活動を
活動要素に分解し WBS を作成する． 
(2) 分解した活動要素をアクティビティーに分解し，活動要素またはアクティビティーを
メンバーに割り当て，さらに，アクティビティーの依存関係として日程計画を作成する． 
(3) 日程計画に沿い DR1 に向けて活動し，プロジェクト目標を設定し，DR1 で企画提案と
して発表する． 
DR1 -> DR3 
(1) 開発型プロジェクトに対し，DR3 において生み出す最終成果物を構成要素に分解する





































図 6.2 WBS 及び日程計画作成手法 
実際の試行では，上記教育に課題があることが明らかになり，WBS 作成に関してきちん
とした考え方を整理する必要性を認識し，「6.4 新たな課題に対する考察」で述べる WBS の
考え方の整理につながった． 
6.1.2 事前学修内容の構成 
 先に述べた考え方を基に，以下のように事前学習資料を構成した．  









PBL 開始から DR1 での企画提案を行うために実施される目標探索型プロジェ
クトと，そのプロジェクトを進める上での思考方法である仮説思考を説明した． 










開発型プロジェクトで日程計画作成に使用する M-IScM や DDM の考え方
や使い方の説明を行う．  
6.1.3 事前教育の重点指導事項 







































6 本章に記述。  
図 6.3 PBL プロセスと教育内容の全体像 













とが求められるため， PBL 活動全体をプロジェクトとして捉え，その中の 2 つのプロジェ
クトタイプの活動に効率的に取り組むことが必要である．これらを理解していないと，チー















ようになる．最初に与えられる PBL テーマから，PBL で達成する具体的なプロジェクト目
標設定を論理的に進めるプロセスは図 6.4 のように考えられ，一般的に，このプロセスに沿
って活動を進めることで，問題を明確化し，その解決を効率的に行うことができる．このプ






























図 6.4 DR1 に向けた活動プロセス 






















































(3) WBS の作成 
WBS の作成はプロジェクトの基本である．「2.5.1 WBS について」で述べたように，





クティビティーで考えることに慣れている．この WBS の活動分解の考え方は，図 6.2 にお
ける PBL 開始から DR1 までの活動に適用できる WBS 作成の方法である． 
二つ目は，最終成果物をその要素成果物に分解するプロダクト分解と呼んだ考え方であ
る．この WBS の成果物分解の考え方は，図 6.2 における DR1 から DR3 までの活動に適用











演習の題材として，図 6.6 に示す｢TOEIC で 700 点を取る」というプロジェクトの WBS
作成を設定した．「TOEIC で 700 点を取る」というプロジェクトは，活動要素に分解する
考え方で WBS を作成することもできる．しかし，この演習では，要素成果物に分解する練














図 6.6 WBS 作成演習：TOEIC で 700 点をとるプロジェクト 









条件となる．調査結果から Reading 320 点, Listening 380 点を達成するためのアクティビ

































果物の依存関係から日程計画を作成できることを説明した．WBS から DDM を容易に構成



































図 6.8  WBS 第 2, 3 階層と DDM の IN-OUT 表現の関係 






(a) 参加者数： 79 人 
(大学院生 76 人(留学生 5 人, 女子生徒 14 人), 学部生 3 人) 
(b) チーム数： 14 
マイルストーン （DR：デザインレビュー） 
(a) DR1: 企画提案 
(b) DR2: 設計･開発計画提案 
(c) DR3: 最終成果発表 
6.2.2 試行結果 
(1) 順位とプロジェクトタイプ 
図 6.9 に 14 チームのテーマ名と最終発表の順位，及び，プロジェクトタイプを示す．プ
ロジェクトタイプは，実際に動くものを開発した 7 テーマの開発型プロジェクト（図中 D
と表記）と，新たな価値を提案する 7 テーマの価値創出型プロジェクト（図中 V と表記）





Team 2017年前期PBLテーマ 順位 プロジェクトタイプ
1 川口市の認知度向上のための農業用ロボットの開発(COC) 2 D
2 さいたま市コミュニティサイクルの休日利用を拡大するシステム(COC) 6 D
3 若者が走りを楽しむ新しいアイディア 11 V
4 レーダを用いた交通安全システム開発プロジェクト(COC) 5 D
5 新規参入農家支援システムの開発(COC) 13 V
6 さいたま市水道局の国際協力～さいたま市への利益還元～ 14 V
7 ヒューマンマシンを用いた 高齢者のQOLの向上(COC) 10 D
8 筋力測定機器を用いた健康相談システムの開発 4 D
9 体験を通した国際交流システム 8 V
10 県営都市公園の再整備について～都市整備部公園スタジアム課～ 12 V
11 システム理工学部における学習相談コーナーのシステム改善の提案 7 V
12 震災時における安否確認と救助補助自動化システム 1 D
13 PC操作姿勢改善システム 9 V
14 花器の需要喚起と定着への取組について 3 D
D: 開発型プロジェクト
V: 価値創出型プロジェクト
COC (Center of Community:地の拠点整備事業）
 
図 6.9 テーマ名と順位，プロジェクトタイプ 
(2) 順位の変動とプロジェクトタイプ 
































 図 6.11 に各種手法の利用状況を示す．具体的記述やデータがあるものに対して，活動が
あったと判定した．  




うで，開発型プロジェクト 7 チーム中 3 チームが有効性を感じ，価値創出型プロジェクト













図 6.11 各種手法の利用状況 
(4) WBS と日程計画作成手法 
 WBS の作成は，活動分解でアクティビティーに分解されており，この WBS を使って，
日程計画作成は以下の 2 つの方法で行われていた． 
(a) 日程管理ソフトウェアを使用して日程計画（ガントチャート）作成 
WBS はアクティビティーに分解されていたので，日程管理ソフトウェアでアクティビ



















図 6.12 WBS を基に日程管理ソフトウェアを使用して日程計画を作成した学生の作成例 
(b) DDM を使用する方法 
DDM を使用して日程計画を作成している学生の実施例を，図 6.13(1) 学生の WBS 作
成例と, 図 6.13(2) WBS に基づく学生による DDM の作成例に示す．図の例では，WBS
の第 2 階層は時間的なステップで分解し，第 3 階層以下は成果物を意識して成果物分
解していることが読み取れる．DDM には第 3 階層を活動名として記入し，第 4 階層に
は IN，OUT の成果物を記入し，IN，OUT の成果物の依存関係を意識していることが
読み取れる． 
WBS は活動分解で行われているチームもあり，アクティビティーに分解され，DDM












図 6.13(1)  学生の WBS 作成例 
 
タスク名 詳細事項 IN OUT
担当者 (品質・条件など） 担当者 担当者
統計データ 阿部 2017年6月9日 2017年6月9日 2017年6月9日
聞き取り調査 阿部 2017年6月9日 2017年6月9日 2017年6月9日
（阿部） out 事故調査結果 井上、伊東 2017年6月9日 2017年6月9日 2017年6月9日
社会のニーズ 藤井 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
起業のニーズ 藤井 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
（藤井） out ニーズ調査結果 伊東 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
特許調査 中山 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
DSSSの調査 中山 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
先生からのご意見 全員 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
（中山） out 類似システム調査結果 伊東 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
in 事故調査結果 阿部 2017年6月9日 2017年6月9日 2017年6月9日
大宮地区の結果 井上 2017年6月16日 2017年6月16日 2017年6月16日
豊洲地区の結果 井上 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
（井上） out 実地調査結果 伊東 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
in 事故調査結果 阿部 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
in ニーズ調査結果 藤井 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
in 類似システム調査結果 中山 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
in 実地試験結果 井上 2017年6月30日 2017年6月30日 2017年6月30日
班内ミー ティング 全員 2017年7月7日 2017年7月7日 未完
（伊東） out 新規システムのアイデア 大矢 2017年7月7日 2017年7月7日 未完
in 新規システムのアイデア 伊東 2017年7月7日 2017年7月7日 未完
コスト評価 大矢 2017年7月14日 2017年7月14日 未完
機能性評価 大矢 2017年7月14日 2017年7月14日 未完
独自性評価 大矢 2017年7月14日 2017年7月14日 未完
（大矢） out 新規提案システム 全員 2017年7月14日 2017年7月14日 未完
in 新規提案システム 大矢 2017年7月14日 2017年7月14日 未完
パワーポイント資料 藤井 2017年7月21日 2017年7月21日 未完
発表原稿 井上 2017年7月21日 2017年7月21日 未完
（藤井、井上、中山） out プレゼン 中山 2017年7月28日 2017年7月28日 未完


















する考察は 6.4 で述べる． 
6.3.1 順位と手法適用の相関 




















これらを反省材料として学ぶことができることも PBL の学修成果であろう． 
本論文で述べている各種手法は，プロジェクトを計画通りに進め成果を生み出すことを
目的としている．このために各種手法は，チームの意識変革や一体感を生み出す効果と，

















あったようである． 図 6.10 において，DR2 から DR3 への順位変動は以下のようになって
いる． 
D： 開発型プロジェクト  順位上昇    チーム 12, 14, 2 
    順位下降 チーム 8, 7 
V： 価値創出型プロジェクト 順位上昇    チーム 9 








































































M-IScM の元である IScM は製品開発のための日程計画作成手法として開発したもので
あり，製品開発などの最終成果物が明確である場合に有効である．本試行において学生には，
以下のように指導した． 
(1) DR1 までの日程計画は，洗い出したアクティビティーを接続して作成する． 
(2) 最終成果物が明確となる DR1 以降は M-IScM の手順に基づき，日程計画を成果物の接
続で作成する． 
つまり，日程計画は 2 回作成する必要があると指導した．しかし，学生は WBS, DDM, 
日程計画(ガントチャート)は PBL 開始直後に一回作成しただけであった．このため，学生







(1) WBS 作成の考え方の明確化 
従来から WBS 作成方法が説明されていたが，WBS を作成する分解方法の選択が難し






(2) DDM の改善 










































 以上述べてきたように，WBS 分解の方法は，活動分解と成果物分解の 2 種類が考えられ





































































































































図 6.17 成果物分解の概念図 

























































図 6.18 WBS 作成方法の分類 




























6.4.3 WBS の分解方法に対応できる DDM フォーマットの改善 
 これまでの述べてきた DDM は，製品開発など最終成果物が明確に定められる場合であ
る成果物分解に対応したフォーマットであった．このフォーマットを先に述べた WBS の分
解方法に対応できるように改善した．改善したフォーマットを図 6.19 に示す．このフォー
マットでは C-1，C-2 のカラムを追加し，C-1 IN には成果物名，C-1 OUT には活動分解ま

























































図 6.19 WBS の分解方法に対応した DDM フォーマット 
 WBS の分解方法に対応した DDM 表現と，DDM 表現に対応した日程計画(ガントチャー
ト)を図 6.20 に示す．図 6.20 において，図 6.18 の(I)，(II)，(III)，に対応する活動分解の場
合，DDM 表現では活動名が「活動 A」となるが，図 6.18 の(IV)に対応する成果物分解の場


































































図 6.20 WBS, DDM, 日程計画の関係 
6.4.4 WBS の分解方法の PBL への適用 









































図 6.21 WBS 分解方法の PBL への適用 
6.4.5 WBS, DDM, 日程計画(ガントチャート)の作成例 


































































図 6.22 活動分解の例 
 図 6.23 に「TOEIC で 700 点を取る」プロジェクトを時間的順序に活動分解した WBS か
ら作成した DDM の例を示す．活動分解では，アクティビティーの結果生み出された OUT
成果物を次に続く IN 成果物に記入し，また，各活動に対して責任者を記入する．DDM を








／・・・ IN プロジェクト開始 NA NA
OUT 自己実力を確認する／自己実力確認結果 ・自分の実力を確認し結果をまとめる。 ・・・
調査する／・・・ IN 自己実力確認結果 NA NA






















図 6.23 「TOEIC で 700 点を取る」プロジェクトを 
時間的順序で活動分解した WBS から作成した DDM 
DDM から，活動要素，または，アクティビティーを依存関係で接続し，日程計画（ガン
トチャート）を作成することができる．「TOEIC で 700 点を取る」プロジェクトを活動分





























図 6.24「TOEIC で 700 点を取る」プロジェクトを活動分解した DDM から作成した 
日程計画(ガントチャート)の一部 
次に，「TOEIC で 700 点」を取るプロジェクトを図 6.18 (IV)の分類である開発型プロジ
ェクトとして成果物分解する例を図 6.25 に示す．成果物分解の場合，WBS の一番上には
プロジェクト名として最終成果物を名詞で表現するので，「TOEICで 700点」としている．















































図 6.25 成果物分解の例 
図 6.26 に「TOEIC で 700 点」を取るプロジェクトを成果物分解した WBS から作成し
た DDM の例を示す．成果物分解では，最終成果物を要素成果物に分解し，末端の成果物
であるワークパッケージを生み出すアクティビティーを列挙する．OUT 成果物を，受け
渡す先である IN 成果物に記入し，また，各 OUT 成果物の責任者を記入する． 
活動名/責任者名 依存性 活動名／成果物名 アクティビティー OUT責任者名
勉強法


































図 6.26 「TOEIC で 700 点」を取るプロジェクトの成果物分解から作成した DDM 
１８９ 
 















































































































 日程計画作成手法の研究経緯を図 6.29 に示す． 




役割・責任を分担する必要がある．このために，IScM に WBS 作成のステップを追加し
た M-IScM を提案し，図 6.29 のグリーンの破線で囲った部分の手法の研究について第 5
章で論じた．この手法は，製品開発のように最終成果物が明確に定義された目標達成型プ
ロジェクトに適用することを前提とした．このため，WBS の作成は成果物分解を適用す
る．第 5 章で論じた手法は，目標達成型プロジェクトを前提としたため，PBL 開始から
DR1 までの目標探索型プロジェクトに対し WBS 作成の考え方を拡張することが必要とな
った．このため WBS の考え方を整理し，WBS の分解方法を，最終成果が明確でないため
最終的に生み出す成果を構成要素に分解することできず，活動過程が生む成果で次の活動
が明確になり，最終的な成果を生みだす目標探索型プロジェクトに適用できるように拡張
した．さらに，図 6.18 WBS 作成方法の分類，に示したように WBS 作成の考え方を整
理し，4 種類のプロジェクト対応に対応した WBS 作成方法を導出した．そして，その拡
張に対応できるように DDM の改良した．第 6 章では図 6.29 のレッドの破線で示す部分
の手法について論じた． 





























図 6.29 日程計画作成手法の研究経緯 
 研究当初の状況と達成できたことは以下の通りである． 
研究当初の状況 
• 書籍などでは WBS の作成方法だけが示され，WBS 作成の基本的な考え方は整理さ
れておらず，実際の作成では作成方法の選択や WBS 構造のばらつきなどで混乱が
生じていた． 




作成の基本的な概念や構造を明確化し，WBS 作成に対し 4 分類を定めることがで
きた． 
• WBS の分類に対し，それらすべてを同一表現で扱うことができるように DDM フ
ォーマットの改良を行うことができた． 
• WBS と日程計画作成の間に DDM 作成のステップを入れることで，認識差異，日程
差異を抽出し，日程計画(ガントチャート)の実現可能性向上，日程圧縮可能性向上，
チーム一体感の向上などを図ることができた． 





図 6.19 の DDM フォーマットを使用することで，目標探索型プロジェクト及び目標達成































































































図 6.31 目標達成型プロジェクトの活動プロセスと使用する手法 





























(c) PBL の活動の中で WBS などのプロジェクトマネジメント関連の成果物を活用し
てプロジェクトとして運営できるようになったので，このような事前学修を徹底













学生が PBL をプロジェクトとして捉える影響は大きかったと考えられる． 
(3) 目的 3：今回の事前学修から新たな知見を得ること． 
結果 
(a) 目標探索型プロジェクトに対する WBS 作成の課題を認識し，WBS 作成の考え方
の整理を行い WBS 作成の分類や DDM の拡張を考察し，その結果，「6.4.6 日程計




(b) 目標探索型プロジェクト，及び，目標達成型プロジェクに対し図 6.30, 図 6.31 に
示したように活動プロセスと使用する手法を明確化できた．今後，学生にこれらを









  以上の結果から，今回の試行により，今後研究すべき課題は残ったが，WBS 作成の考
え方の整理などの研究成果を達成することができたと考える． 
  本研究の新規性と有用性は以下のようにまとめることができる． 
新規性 
(1) PBL の活動の流れに沿って仮説思考などの思考方法や手法を PBL のプロジェクトと
しての構造的視点から学生に説明し，学生が PBL をプロジェクトして円滑に進められ
るように指導する方法は新しい試みであること． 
(2) 最終成果（物）を構成要素に分解できる場合と難しい場合などの視点で WBS 作成の基
本的な概念や構造を明確化し，WBS 作成の 4 種類の分類を定めることができたこと． 
(3) WBS の分類に対し，それらすべてを同一表現で扱うことができるように DDM フォー
マットの改善を行うことができたこと． 















6.5.2 DDM の応用 
 DDM は組織とその中を流れる成果物の分析に応用することができる．例えば，企業の階
層組織構造は，戦略を実行するのに適した組織構造であると考えられ，さらにその組織構造




















































ローチであり，次のような 6 つのステップから構成される． 
(1) 共感する．→ (2) 問題を定義する．→ (3) 創造する．→  












の課題を解決する Agile 手法が広まっている[PMI 日本支部 2016]．学生時代に Agile
の手法を学ぶことも大事であり，組み込みソフトウェア開発の PBL では Agile を取り
入れている例もある．また，Agile とウォーターフォール型の開発プロセスのハイブリ
ッドの考え方も出てきており[PMI 日本支部 2017c]，PBL への取り込みも考慮するこ
とが必要であろう． 
























































本研究の成果を PBL に適用し PBL の学修成果向上を図るには，本研究の成果の事前
学修を以下のように実施することが重要となろう． 
事前学修の目的 
PBL において，学生が実践の場としての PBL を効率的に進め，成果を上げるために
必要な実践的な知識を教授する． 
目標を達成するために基本的な考え方 
(a) プロジェクトマネジメントの基礎的知識を教え，その上に DDM の活用方法な
どの先進的な知識を教える． 










(f) WBS 作成（活動分解，成果物分解）の考え方と具体的作成方法． 





(i) WBS→DDM →日程計画(ガントチャート)作成の具体的手順． 
今後，上記の考え方に基づき学生や教師向けに事前学修を実施する予定である． 
今回の試行の結果，PBL の構造をプロジェクトの視点から分析し，WBS の基本的な考え
方を整理し「図 6.18 WBS 作成方法の分類」に示した４種類に分類した．また，DDM を
























































性が高く実現可能性の高い日程計画作成手法として IScM と DDM を提案した．さらに，
IScM を小規模プロジェクトに適するように修正し，PBL に適用することで，PBL の課題




に達成するために行った 2 つの研究． 




























(2) (1.2)の PBL への適用による PBL 課題の解決と学修成果向上 
(2.1) 第 5 章 日程計画作成手法の PBL への適用 


































る．さらに，試行から明らかになった目標探索型プロジェクトにおける WBS や DDM の課










(1) 研究した手法の PBL への適用事例拡大と効果検証 
研究してきた手法を，芝浦工大内や国内外の他大学の PBL，Global PBL などを担当
する先生方に学んでもらい，PBL への適用事例拡大を図り，PBL の学修成果向上に
貢献し，その効果を研究していきたい． 
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